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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成15年３月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．平成18年３月期の総資産額の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上及び厚生年金基金の解

散に伴う資金の一括拠出と退職給付引当金の取崩等によるものです。 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 40,301 39,927 39,408 38,870 39,429

経常利益（百万円） 1,406 1,508 1,333 1,650 1,938

当期純利益（百万円） 583 674 706 924 1,048

純資産額（百万円） 18,386 18,772 19,273 19,900 20,827

総資産額（百万円） 44,959 45,858 46,248 47,254 45,186

１株当たり純資産額（円） 443.32 451.04 463.19 478.35 500.75

１株当たり当期純利益（円） 14.07 14.64 15.49 20.72 23.74

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 40.9 40.9 41.7 42.1 46.1

自己資本利益率（％） 3.2 3.6 3.7 4.7 5.1

株価収益率（倍） 21.4 19.4 21.6 20.7 20.3

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

2,114 3,425 2,691 3,127 969

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△1,730 △1,306 △1,688 △2,116 △693

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△1,238 4 △593 △250 △250

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

5,223 7,341 7,748 8,519 8,550

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)(名) 

1,110 
（275）

1,058
（268）

1,041
（248）

1,018 
（268）

1,014
（312）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成15年３月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．平成18年３月期の総資産額の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上及び厚生年金基金の解

散に伴う資金の一括拠出と退職給付引当金の取崩等によるものです。 

  

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高(百万円) 39,759 39,285 38,618 37,995 38,452

経常利益(百万円) 1,012 1,048 919 1,079 1,384

当期純利益(百万円) 339 390 474 588 727

資本金(百万円) 5,451 5,451 5,451 5,451 5,451

発行済株式総数(千株) 41,476 41,476 41,476 41,476 41,476

純資産額(百万円) 16,027 16,175 16,471 16,789 17,385

総資産額(百万円) 40,024 41,416 41,513 42,048 39,747

１株当たり純資産額(円) 386.43 388.90 396.12 403.91 418.52

１株当たり配当額(円) 
(内１株当たり中間配当額)(円) 

6 
（－）

6
（－）

6
（－）

6 
（－）

6
（－）

１株当たり当期純利益(円) 8.18 8.30 10.38 13.22 16.79

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益(円) 

－ － － － －

自己資本比率(％) 40.0 39.1 39.7 39.9 43.7

自己資本利益率(％) 2.1 2.4 2.9 3.5 4.3

株価収益率(倍) 36.8 34.22 32.18 32.45 28.71

配当性向(％) 73.3 72.3 57.8 45.4 35.7

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)(名) 

863 
（96）

832
（99）

798
（101）

768 
（113）

753
（143）



２【沿革】 

  

大正７年１月 東京府荏原郡品川町において歌橋憲一が歌橋製薬所を創立、絆創膏類の製造を開始 

昭和９年12月 歌橋製薬所を株式会社歌橋製薬所に改組 

昭和19年９月 企業整備により株式会社歌橋製薬所が統合会社となり全国25の絆創膏製造業者を統合、商号を

日絆工業株式会社とすると共に、東京・大阪両工場を設置 

昭和22年９月 セロハン粘着テープの製造を開始 

昭和23年６月 商号を日絆薬品工業株式会社に変更 

昭和36年１月 商号をニチバン株式会社に変更 

    10月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和37年６月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和40年10月 埼玉県比企郡にニチバンプリント株式会社を設立（現・連結子会社） 

昭和42年１月 安城工場を設置 

昭和43年４月 東京・大阪両証券取引所の市場第一部に上場 

昭和43年４月 愛知県安城市にニチバンテクノ株式会社を設立（現・連結子会社） 

昭和47年６月 埼玉工場を設置、東京工場を埼玉工場に移転 

平成元年７月 福岡県朝倉郡にニチバンメディカル株式会社を設立（現・連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当グループは、当社、子会社３社、関連会社２社およびその他の関係会社１社で構成しております。その主な事業内容は、粘

着技術を基盤に高分子技術を駆使して、布・紙・セロファン・プラスチックをベースとした医薬品、各種感圧性粘着テープおよ

び接着剤ならびにそれらに関連する機械器具の製造販売であります。 

 なお、当グループの製品・商品は、医薬品業界向けの絆創膏等、産業用粘着テープ業界および文具・事務用品業界向けの粘着

テープ等に大別され、事業の種類別セグメントもこの区分によっております。 

 当グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

  

メディカル事業部 

メディカル………当社が製造販売するほか、子会社であるニチバンメディカル㈱に製造を委託しております。また、その他の

関係会社である大鵬薬品工業㈱とはその子会社を通じ製品の販売および半製品の仕入を行っております。 

テープ事業部 

産業用材…………当社が製造販売するほか、子会社であるニチバンプリント㈱ならびにニチバンテクノ㈱に製造を委託してお

ります。また、関連会社である㈱飯洋化工およびUNION THAI-NICHIBAN CO.,LTD.より、その親会社を通じ商

品の仕入を行っております。 

消費材……………当社が製造販売するほか、子会社であるニチバンプリント㈱ならびにニチバンテクノ㈱に製造を委託してお

ります。また、関連会社であるUNION THAI-NICHIBAN CO.,LTD.より、その親会社を通じ商品の仕入を行って

おります。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  



 子会社及び関連会社の名称及び業務内容は次のとおりであります。 

  

  

連結子会社   

ニチバンメディカル㈱ 絆創膏の製造 

ニチバンテクノ㈱ 粘着テープの製造 

ニチバンプリント㈱ 粘着テープ・粘着シートの製造、粘着テープ・粘着シート用の機械器

具の販売、製品・商品の管理業務 

持分法適用関連会社   

㈱飯洋化工 粘着テープの製造 

UNION THAI-NICHIBAN CO.,LTD. 粘着テープの製造 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、関連する事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．「議決権の所有又は[被所有]割合」欄の（内書）は間接所有割合であります。 

３．上記子会社は特定子会社に該当しておりません。 

４．有価証券報告書の提出会社であります。 

  

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の所有又
は[被所有]割合 

関係内容 

（連結子会社）      ％

ニチバンプリント㈱ 
埼玉県 
比企郡 
小川町 

39 テープ事業部
100
( 5.1) 

当社販売品の製造委託、仕入委託、管理
業務委託 
役員兼任 ５名(うち当社従業員１名) 
土地、建物、機械賃貸 

ニチバンテクノ㈱ 
愛知県 
安城市 

20 テープ事業部
100
( 7.5) 

当社販売品の製造委託 
役員兼任 ５名(うち当社従業員１名) 
建物賃貸 

ニチバンメディカル㈱ 
福岡県 
朝倉郡 
筑前町 

70 
メディカル事
業部 

100
(12.9) 

当社販売品の製造委託 
役員兼任 ４名 
土地賃貸、建物賃借、資金貸付 

（持分法適用関連会社）      

㈱飯洋化工 
東京都 
千代田区 

40 テープ事業部 25.0
当社販売品の製造委託 
役員兼任 １名(うち当社従業員１名) 

UNION THAI-NICHIBAN 
CO.,LTD. 

タイ国 
バンコク市 

百万Baht 
15 

テープ事業部 43.0
当社販売品の製造委託 
役員兼任 ６名(うち当社従業員３名) 

（その他の関係会社）      

大鵬薬品工業㈱(注)4 
東京都 
千代田区 

200 
メディカル事
業部 

[32.6]
製品の販売、商品の仕入 
役員兼任 ２名 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含む。）の年間平均雇用人

員数であります。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び研究所に所属している

ものであります。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含む。）の年間平均雇用人

員数であります。 

  

(3)労働組合の状況 

 提出会社の従業員が組織する労働組合は、新ニチバン労働組合（組合員数556名）であります。その他特記すべき事項はあり

ません。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

メディカル事業部 
329 
（109） 

テープ事業部 
573 
（158） 

全社（共通） 
112 
（45） 

合計 
1,014 
（312） 

    平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

753（143） 43.8 23.3 7,152 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰が内外経済に与える影響等、不安定な要素が残るものの、企業収益が

改善したことにより設備投資が堅調に推移するとともに、雇用・所得の環境改善による個人消費の拡大が見られるなど、国内景

気は概ね内需を中心とした緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 このような経済情勢のなかで、当グループは開発型企業を志向する中期経営計画（ＴＡＧ２００７）のもと、売上拡大と利益

確保に努力いたしました結果、全体の売上高は394億２千９百万円と前連結会計年度に比べ1.4％の増収となりました。 

 一方、損益面におきましては、引き続いて徹底したコスト低減策を推し進めました結果、経常利益は前連結会計年度比17.5％

増の19億３千８百万円、当期純利益は、厚生年金基金解散により12億２千８百万円を退職給付引当金の取崩益として特別利益に

計上し、減損会計導入により工場予定地等について12億６千２百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました結果、前連

結会計年度比13.4％増の10億４千８百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

  

メディカル事業部 

当連結会計年度の医薬品業界は、製薬企業の大型合併と再編がさらに進み、それに呼応するように新薬卸各社がＯＴＣ（薬

粧）部門の分離・合併・提携を加速させました。その動きは新薬卸間にとどまらず、日用雑貨卸へのＯＴＣ（薬粧）部門の集約

という新たな展開を生み、その結果、日用雑貨卸間の再編・合併が加速度的に行われることとなりました。また、昨年に引き続

いての家庭薬卸による地場卸との業務提携も進み、このような急激な環境変化のなか、今後、医療衛生用品卸がどのような形で

集約されて行くのか、その動向が注目されるところです。一方、ドラッグストアも一段と企業間格差が拡大し、大手ドラッグス

トアの全国制覇に向けたＭ＆Ａが強力に進められています。 

こうした状況の下、当連結会計年度のメディカル事業部は、昨年の「関東メディカル営業部」に続き、エリア戦略強化を目指

した一元管理を図るため、大阪・広島の２支店及び高松営業所を統合し、「西日本メディカル営業部」として新たな組織体制へ

と転換し、広域化する医薬品業界の中で、効率的かつスピーディな対応を行いました。 

医家向け製品につきましては、医療機関から強く求められる極低刺激品・感染対応品の積極的な展開により、特に「スキナ

ゲート※」シリーズ品と止血関連品が好調に推移いたしました。 

薬局・薬粧向け製品につきましては、特に品質面で圧倒的に優位にある「ケアリーヴ※」が大きく伸長し、また、新機能を付加

した新しい「スピール膏※」の上市と、前年の指用に引き続いて関節用として上市いたしました「あかぎれ保護バン」が厳寒の追

い風にも乗り、メディカル事業部の実績に大きく寄与いたしました。 

スポーツ向け製品につきましては、前年同様、ドラッグ市場でのプライベートブランド品と廉価品の拡大により、全体としま

しては、ほぼ前年並みの実績にとどまりました。 

以上の結果により、当事業部の売上高は前連結会計年度比3.1％増の109億７千８百万円、営業利益は前連結会計年度比9.7％増

の23億８千８百万円となりました。 

今後につきましては、一層の事業規模拡大に向けた新製品開発と拡販に注力するとともに、多様化する顧客満足度を満たすた

め、迅速に対応出来る全社体制の確立に努力する所存であります。 

  

テープ事業部 

（産業用材） 

当連結会計年度の産業用テープ業界は、原油価格高騰による数度の原材料値上げにより、止むを得ず一昨年秋口より主力の

パッケージ製品を主体に値上げを実施してまいりました。上半期においては、日本経済の景気回復にも拘わらず、値上げに対す

る反動圧力が強く、各分野で市場を失う厳しい結果となりましたが、下半期においては、値上げに対する理解も得られ、パッ

ケージ分野のうち、軽包装用としてスーパー・百貨店等で使用される「セロテープ※」「印刷セロテープ※」の売上は、環境に適

した植物系との認知を大きく頂き、堅調に推移いたしました。また、簡単に開封出来る「セロテープ※イージーオープン」は売上

を倍増する事ができました。外装用として主にダンボール封緘に広く使われるクラフトテープ・フイルムテープは、旺盛な年末

需要に支えられ、ほぼ前年並みに回復する事が出来ました。 

自動車補修用塗装マスキング・シーリング用テープも、環境対応品へのシフトを更に進めた成果が認められ、目標以上の売上

を確保いたしました。 

一方、輸出は包装・外装用テープが東南アジア向けを中心に好調に推移いたしました。 

（消費材） 

当連結会計年度の文具・事務用品業界は、官公庁・事業所需要や個人消費の落ち込みが依然として続くとともに、流通変革の

進行は更にスピードを増し、各メーカー・販売ルートとも製品、流通にわたる質的変化が求められ、生き残りのため新製品開発



とビジネスモデルの再構築に懸命に取り組んでおります。 

こうした状況の下、上半期は若干の前年割れとなる厳しい状況となりましたが、下半期はＣＤＰ（文具新製品開発プロジェク

ト）を核としたスピーディーな新製品開発により「セロテープ※フィット」「セロテープ※クリーンルーム用」、新たな領域であ

る知育製品として「ことばあそびてーぷ」等を上市し増収となり、今後の反転攻勢の足掛かりが出来つつあります。 

今後につきましては、引き続き環境に配慮し、顧客基点に立った製品開発に積極的に取り組むとともに、流通構造変革に対応

した柔軟な取り組みを進め、事業規模の拡大に努める所存であります。 

  

以上の結果により、産業用材と消費材を合わせましたテープ事業部全体の売上高は、前連結会計年度比0.8％増の284億５千１

百万円、営業利益は前連結会計年度比3.8％増の22億９千５百万円となりました。 

  

 （注）１．事業の状況（キャッシュ・フローの状況を除く）に記載しております金額には消費税等が含まれておりません。 

２．※は登録商標を示しております。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ３千万円

（0.4％）増加し、85億５千万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ21億５千８百万円（69.0％）減少し、９億６千９百万円となりまし

た。これは主に厚生年金基金の解散に伴う資金の一括拠出等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ14億２千３百万円（67.3％）減少し、６億９千３百万円となりまし

た。これは主に有形固定資産の購入と、その他の投資の減少等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度とほぼ同額の２億５千万円となりました。これは主に配当金の支払等による

ものです。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

  

(2）受注実績 

 当グループは受注生産を行っておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

（注） セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

３【対処すべき課題】 

 わが国経済は民間設備投資や個人消費、輸出等の伸張により緩やかな回復基調を維持するものと予測されますが、当グループ

を取り巻く経営環境は、流通の再編に伴う競争激化、原油価格の動向、円高傾向による企業活動への影響等により引き続き予断

を許さない状況で推移するものと考えております。このような環境下、競争力のある企業として成長を続けるためには、新規事

業開発の強力な推進と、お客様のニーズの的確な把握による、スピーディーな新製品開発や既存品の改良が求められます。ま

た、事業運営の効率化を徹底することで競争力の向上をあわせて実現していかなければなりません。 

 以上のような認識を踏まえて、平成17年度から中期経営計画（ＴＡＧ２００７）をスタートしております。『開発型企業』を

目指すこの計画の確実な推進により、新たな基盤技術をベースにした新規事業開発と既存事業の強化を同時に実現し、グループ

全体としての事業規模の拡大と収益性の確保を図ってまいります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

メディカル事業部 11,433 110.9 

テープ事業部 24,588 99.9 

合計 36,021 103.1 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

メディカル事業部 10,978 103.1 

テープ事業部 28,451 100.8 

合計 39,429 101.4 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。なお、当該リスク情報につきましては、当連結会計年度末日現在の判断によるもので

あり、また、当グループの事業上のリスク全てを網羅するものではありません。 

  

（１）原材料価格の変動 

 当グループの製品はプラスチックフィルム等石油を原料とするもの、天然ゴム等市況の影響を受ける原材料が多いため、市場

価格の高騰により原材料購入費用が増加し、当グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２）価格競争 

 当グループの製品は流行に左右されず製品寿命の長いものが主流ですが、一般的に消耗品として使用されることが多く、経済

情勢の悪化や市場における企業間競争の激化による価格下落等により当グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

（３）その他 

 為替変動、災害の発生、会計制度・税制の改正等による影響が発生した場合は、当グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

開発型企業を目指す中期経営計画（ＴＡＧ２００７）に基づいた研究開発活動を行なっております。 

なお、当社の子会社及び関連会社は、主として当社販売品の製造を担当し、企業集団としての研究開発活動は主として当社

にて行なっており、当連結会計年度の研究開発費の金額は９億４千６百万円であります。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

（メディカル事業部） 

当事業部の研究開発の目的は、医薬品・医療機器等及び衛生材料の新機能開発と人の肌に優しい製品開発であり、その主要

課題と研究開発の成果は次のとおりであります。 

① ビューゲル※Ｓサイズ ───────────────────── 発売 

② カテリープ※ＦＳロール ──────────────────── 発売 

③ あかぎれ保護バン（関節用） ────────────────── 発売 

④ 防水フィルムロール ───────────────────―── 発売 

⑤ 鼻すっきりパッチ透明タイプ ────────────────── 発売 

  

なお、当事業部の研究開発は研究開発部とメディカル事業部を中心にＴＤＳ研究所、メディカル製品開発センター、ＮＢＵ

２及び工場との連携による新製品開発活動を展開しております。 

当事業部に関する当連結会計年度の研究開発費の金額は４億６千７百万円であります。 

   

 （テープ事業部） 

当事業部の研究開発の目的は、消費財としてのオフィス向・ホーム向の最寄品の新機能開発と環境対応開発及び生産財とし

ての業務用消耗品・半製品・機器類の新機能開発であり、その主要課題と研究開発の成果は次のとおりであります。 

① ナイスタック※テサ※パワーストリップたためるフック ────── 発売 

② ナイスタックエコ※ ────────────────────── 発売 

③ ことばあそびてーぷ※ ───────────────────── 発売 

④ スクラップブッキング用のりつけシート・テープのり ─────── 発売 

⑤ かんたん工房クラフトロボ ─────────────────── 発売 

  

なお、当事業部の研究開発は研究開発部とテープ事業部を中心に中央研究所、ＮＢＵ１及び工場との連携による新製品開発

活動を展開しております。 

当事業部に関する当連結会計年度の研究開発費の金額は４億７千９百万円であります。 

（注） ※は登録商標を示しております。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）経営成績 

売上高は、メディカル事業部における低刺激性製品、感染対応品、高品質タイプの絆創膏等とテープ事業部における環境対応

品、主力製品である包装・封緘用テープ等の販売が堅調に推移したこと等により、前連結会計年度に比べ1.4％増加し、394億２

千９百万円となりました。 

 売上原価は、原油価格高騰に伴う原材料費の上昇があったものの、製造部門の経費節減及び年度下期における退職給付費用の

減少等により、売上高に対する比率は前連結会計年度に比べ0.3ポイント低下し、70.7％となりました。 

販売費及び一般管理費は、広告宣伝費と特売費等の増加があったものの、年度下期における退職給付費用の減少等により、前

連結会計年度に比べ0.3％減少し、97億２千９百万円となりました。 

営業利益は、前連結会計年度に比べ20.7％増加し、18億３千万円となりました。 

経常利益は、前連結会計年度に比べ17.5％増加し、19億３千８百万円となりました。 

当期純利益は、経常利益の増加、厚生年金基金の解散に伴う特別利益の退職給付引当金取崩益、減損会計導入による特別損失

の減損損失等により、前連結会計年度に比べ13.4％増加し、10億４千８百万円となりました。 

  

（２）財政状態及び資本の源泉 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ20億６千８百万円減少し、451億８千６百万円となりました。流動資産

は３億６千８百万円の増加、固定資産は24億３千６百万円の減少となりました。固定資産の減少は、主に減損会計導入による遊

休資産の帳簿価額の減額と、繰延税金資産の減少等によるものです。 

当連結会計年度末の負債の合計は、前連結会計年度末に比べ29億９千４百万円減少し、243億５千８百万円となりました。流動

負債は２億５千４百万円の増加、固定負債は32億４千８百万円の減少となりました。固定負債の減少は、主に厚生年金基金の解

散に伴う退職給付引当金の取崩等によるものです。 

資金の状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より21億５千８百万円少ない９億６千

９百万円のキャッシュを得ております。これは、厚生年金基金の解散に伴う資金の一括拠出等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より14億２千３百万円少ない６億９千３百万円のキャッシュを使用

しております。これは埼玉工場、安城工場、大阪工場、製造子会社において粘着テープ等の製造設備と裁断・包装設備の更新を

行い、その他の投資の長期性預金を解約により資金化したこと等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度とほぼ同額の２億５千万円を使用しております。これは配当金の支

払等によるものです。 

以上の結果により、当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の85億１千９百万円から３千万円増加

し、85億５千万円となりました。 

当グループの運転資金の需要のうち主なものは、原材料・商品の仕入のほか製造経費・販売経費等の営業費用によるものです

が、当連結会計年度は、一時的な要因として厚生年金基金の解散に伴う資金の一括拠出が29億６千万円ありました。また設備資

金の需要のうち主なものは、既存の埼玉工場、大阪工場、安城工場、製造子会社におけるテープ等の製造設備の新設または更新

によるものです。 

平成18年３月31日現在、当グループの借入金の残高は24億５千万円で、その全額を円建ての固定金利にて国内銀行より調達し

ております。また社債の残高は30億円で、償還期間が５年、円建て固定金利の私募形態にて調達しております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当グループでは、『開発型企業』の実現を目指すことを基本戦略としグループ全体で15億５千４百万円（無形固定資産への投

資を含む）を実施しております。 

 主な設備投資といたしましては、メディカル事業部に医薬品及び医療衛生材料の製造・包装設備を中心に４億７千７百万円の

設備投資を実施しております。また、テープ事業部に粘着テープ製造・包装設備を中心に７億７千７百万円の設備投資を実施し

ております。 

 上記設備投資に要する資金は、全額自己資金により充当しております。 

 なお、当連結会計年度中に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。 

 （注） 設備の状況に記載しております金額には消費税等が含まれておりません。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

  

      平成18年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

埼玉工場 
(埼玉県日高市) 

テープ事業部

プラスチック
類、紙粘着テ
ープ類及び粘
着シート類の
製造設備 

871 1,203
316

(77,785) 
20 2,412 

142
(19) 

大阪工場 
(大阪府藤井寺市) 

メディカル事
業部 

絆創膏類及び
布テープ類の
製造設備 

420 735
48

(12,507) 
60 1,265 

85
(25) 

安城工場 
(愛知県安城市) 

テープ事業部
プラスチック
テープ類の製
造設備 

860 994
138

(59,697) 
41 2,035 

143
(45) 



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額の内「その他」は、工具器具及び備品であります。 

２．ニチバンメディカル㈱の土地すべて及びニチバンテクノ㈱、ニチバンプリント㈱の建物及び構築物の一部は、提出会社

が賃貸しているものでその帳簿価額は提出会社の金額によっております。 

３．現在休止中の主要な設備はありません。 

４．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数であります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

        平成18年３月31日現在 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

ニチバンメディ
カル㈱ 

本社工場 
第２工場 
(福岡県朝倉
郡筑前町) 

メディカル
事業部 

絆創膏の製
造設備 

842 579
646

(38,529) 
57 2,125 

139
(79) 

ニチバンテクノ
㈱ 

本社工場 
里町工場 
二本木工場
(愛知県安城
市) 

テープ事業
部 

粘着テープ
の製造設備 

178 321
173

(2,464) 
7 680 

38
(55) 

ニチバンプリン
ト㈱ 

小川工場 
(埼玉県比企
郡小川町) 
日高工場 
(埼玉県日高
市) 

テープ事業
部 

粘着テープ
及び粘着シ
ートの製造
設備 

209 162
205

(10,991) 
4 581 

84
(35) 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 転換社債の転換による増加（平成２年２月～平成２年11月） 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式11,599株は「個人その他」の欄に11単元及び「単元未満株式の状況」の欄に599株それぞれ含めて記載しており

ます。なお、自己株式11,599株は、株主名簿記載上の株式数であり、実保有残高は10,599株であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 140,000,000 

計 140,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,476,012 41,476,012
㈱東京証券取引所
㈱大阪証券取引所 
（市場第１部） 

－ 

計 41,476,012 41,476,012 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成２年11月30日 4 41,476 2 5,451 2 4,186 

     平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 37 30 91 26 1 4,570 4,755 － 

所有株式数
（単元） 

－ 10,494 419 14,986 2,572 2 12,941 41,414 62,012

所有株式数の
割合（％） 

－ 25.3 1.0 36.2 6.2 0.0 31.3 100 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大鵬薬品工業㈱ 東京都千代田区神田錦町１－27 13,516 32.59 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,070 4.99 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 2,070 4.99 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナ
ショナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・ス
タンレー証券会社東京支店） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON
E144QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿４-20-３ 恵比寿ガ
ーデンプレイスタワー） 

1,785 4.30 

あいおい損害保険㈱ 東京都渋谷区恵比寿１－28－１ 1,350 3.25 

ニチバン取引先持株会 東京都文京区関口２－３－３ 1,324 3.19 

日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱信託口 

東京都中央区晴海１－８－11 589 1.42 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 577 1.39 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 555 1.33 

日本マスタートラスト信託銀
行㈱信託口 

東京都港区浜松町２－11－３ 476 1.15 

計 － 24,312 58.62 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式   10,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,404,000 41,404 － 

単元未満株式 普通株式   62,012 － － 

発行済株式総数 41,476,012 － － 

総株主の議決権 － 41,404 － 



②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個）あります。な

お、当該株式は、「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
ニチバン株式会社 

東京都文京区関口
二丁目３番３号 

10,000 － 10,000 0.0 

計 － 10,000 － 10,000 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取

締役会の決議をもって自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最も重要な課題のひとつと認識し、企業体質の強化および設備投資、コスト競争

力向上のための技術開発等の資金需要に備えるために内部留保の充実を図りつつ、安定した配当の実施を基本としてまいりまし

た。今後につきましては、株主の皆様に対する利益還元を一層充実させるべく、連結ベースの配当性向25％を目処とする業績に

連動した配当を取り入れる方針といたします。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり６円の配当を実施することを決定しました。この結果、当期の連結

ベースの配当性向は25.3％となりました。 

 内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市場ニーズに

応える技術・製造開発体制を強化し、事業の収益力の向上を図るために有効投資してまいりたいと考えております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価については東京証券取引所市場第１部の相場によっております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価については東京証券取引所市場第１部の相場によっております。 

  

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 394 345 371 499 541 

最低（円） 280 220 281 278 384 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 462 470 481 541 524 490 

最低（円） 410 439 456 467 440 441 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長 

代表取締役 
  小林 幸雄 昭和６年１月26日生 

昭和38年６月 大鵬薬品工業㈱代表取締役

社長就任 

45年６月 ㈱大塚製薬工場取締役就任 

52年２月 当社代表取締役会長就任 

62年２月 当社代表取締役相談役就任 

平成元年２月 当社代表取締役会長就任

（現） 

13年９月 大鵬薬品工業㈱代表取締役

会長就任（現） 

－ 

取締役社長 

代表取締役 
  堀田 直人 昭和24年12月19日生 

昭和47年４月 当社入社 

 平成14年４月 安城工場長 

15年７月 執行役員 

16年６月 取締役就任 

16年７月 経営管理部長 

17年６月 代表取締役社長就任（現） 

11 

取締役相談役   草賀 淳 昭和11年１月１日生 

昭和34年４月 当社入社 

58年１月 安城工場長 

61年２月 取締役就任 

62年２月 常務取締役就任 

平成元年２月 専務取締役就任 

５年２月 取締役副社長就任 

11年６月 代表取締役社長就任 

17年６月 取締役相談役就任（現） 

10 

取締役 
専務執行役員

管理部長 
土方 正夫 昭和20年８月３日生 

 昭和43年４月 当社入社 

 平成15年４月 テープ事業部長 

15年７月 常務執行役員 

16年６月 取締役就任（現） 

17年４月 管理部長（現） 

17年６月 専務執行役員（現） 

8 

取締役 

常務執行役員

メディカル事

業部長 

山内 秀明 昭和21年10月12日生 

 昭和46年４月 当社入社 

 平成12年７月 大阪支店長 

15年７月 執行役員 

16年６月 取締役就任（現） 

17年４月 メディカル事業部長（現） 

17年６月 常務執行役員（現） 

2 

取締役 

常務執行役員

テープ事業部

長 

榊原 勢二 昭和23年２月28日生 

 昭和45年４月 当社入社 

 平成13年４月 名古屋支店長 

15年７月 執行役員 

16年６月 取締役就任（現） 

17年４月 テープ事業部長（現） 

17年６月 常務執行役員（現） 

3 

取締役 
常務執行役員

研究開発部長 
比野 欣之輔 昭和20年12月29日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成11年４月 中央研究所長 

15年７月 常務執行役員（現） 

16年４月 研究開発部長（現） 

17年６月 取締役就任（現） 

5 



 （注）１．監査役荒川 雅及び木戸 俊介は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選出

しております。補欠監査役の略歴は以下の通りであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 

執行役員 

生産担当兼埼

玉工場長 

小川 悦男 昭和22年３月21日生

昭和46年４月 当社入社 

平成15年４月 埼玉工場長（現） 

15年７月 執行役員（現） 

18年６月 生産担当（現） 

18年６月 取締役就任（現） 

3

監査役 

常勤 
  相良 忠男 昭和19年８月27日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成５年３月 東京支店長 

14年６月 取締役就任 

16年６月 監査役就任（現） 

3 

監査役 

常勤 
  水野 清之 昭和17年１月31日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成10年７月 経営革新部長 

12年６月 取締役就任 

16年６月 監査役就任（現） 

10 

監査役 

常勤 
  荒川 雅 昭和19年10月17日生 

昭和43年６月 大鵬薬品工業㈱入社 

平成15年７月 大鵬薬品工業㈱常務取締役 

ヘルスケア事業部長 

17年６月 当社監査役就任（現） 

17年９月 大鵬薬品工業㈱取締役

（現） 

－ 

監査役   木戸 俊介 昭和21年９月22日生 

昭和44年２月 大鵬薬品工業㈱入社 

 平成17年７月 大鵬薬品工業㈱経営情報セ

ンター長付（現） 

18年６月 当社監査役就任（現） 

－ 

      計 55

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

酒井 隆 昭和21年９月21日生

昭和44年２月 大鵬薬品工業㈱入社 

平成14年７月 大鵬薬品工業㈱医薬事業部

事業部長補佐（現） 

－



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、継続的な企業成長を実現するためには、経営の健全性・効率性を高め、迅速な意思決定を図るとともに、株主各位を重視

した透明性の高い経営を行うことが重要であると考えております。また、法令・倫理の遵守、環境配慮、社会貢献などを実践するこ

とは、企業の社会的責任であると強く認識しております。 

当社では、コーポレート・ガバナンス体制をより強化し、社会に対する責任を果たすために、「経営の質・中身の向上」を進めて

おります。また、投資家や株主の皆様に対するＩＲ活動として事業報告書、当社ホームページを通して財務情報等の各種情報の提供

をはじめとする各ステークホルダーとの有効な関係の維持に努めております。 

  

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 提出日現在、当社は監査役制度を採用しており、監査役会の人員は４名（うち社外監査役は２名）にて構成されております。

また社長直結の組織として内部監査室（４名により構成）を設置しております。なお、社外取締役は選任しておりません。 

  

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、客観的かつ独立した立場で取締役の職務執行について監査を行っておりま

す。 

 内部監査室は、社内規定「内部監査規定」により経営に関する業務全般の監査を管掌し、経営上避けるべき欠陥の発見と経営

能率の増進ならびに会社財産の保全に寄与すべく、会計・業務・能率について子会社を含め定期的な監査を行っております。 

  

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査室、監査役及び会計監査業務を執行する公認会計士は、当社と監査法人との監査契約の締結時にそれぞれ「監査概要

書」「監査方針・計画」「重点監査項目」について、内容確認及び意見の交換を行い、情報の共有化を図っております。 

 また公認会計士の会計監査において、監査役は公認会計士による具体的監査手続きの内容確認を行い、会計監査終了後に開催

される監査報告会においては、公認会計士から監査の概要とともに会計に関する助言・要望等について報告を受けております。 

  

④ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、あずさ監査法人に所属する中里猛志・福田厚、清明監査法人に所属する今村了

（継続監査年数：16会計年度）・今村敬の４名であります。 

 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、会計士補３名、その他２名であります。 

  

⑤ 社外監査役との関係 

 当社と社外監査役の荒川雅及び木戸俊介との間には、利害関係はありません。 

  

（2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、業務上のコンプライアンスルール及び想定される各種リスクの管理ルール、経営方針に基づく運営ルールとして「社

内標準書」を策定し、組織体制、決裁の権限及び手続、基本的な業務の処理方法等について、基本的指針を定めた基準あるいは

遵守すべき規定を設定しております。内部監査室は、社内の各部署に対し、業務遂行の状況が「社内標準書」に定められている

各種の基準あるいは規定に準拠したものであるかについて、定期的な監査を行っております。 

  



（3）役員報酬等の内容 

 当事業年度に支払った役員報酬等は以下の通りであります。 

・取締役に支払った報酬   68百万円 

（上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与及び使用人賞与として52百万円） 

・監査役に支払った報酬   39百万円 

・利益処分による取締役賞与 40百万円 

・退職慰労金   取締役  105百万円 

監査役   4百万円 

  

（4）監査報酬の内容 

 当社があずさ監査法人及び清明監査法人と締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は２千２百万円で

あります。 

  



第５【経理の状況】 

  

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財

務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

 (2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び前事業

年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及

び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人及び清明

監査法人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   6,382 6,717 

２．受取手形及び売掛金   13,288 13,416 

３．有価証券   2,302 2,021 

４．たな卸資産   5,831 5,794 

５．繰延税金資産   617 772 

６．その他   192 205 

貸倒引当金   △74 △18 

流動資産合計   28,540 60.4 28,909 64.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1,3   

(1)建物及び構築物   3,834 3,698 

(2)機械装置及び運搬具   4,216 4,072 

(3)土地   4,209 3,034 

(4)建設仮勘定   39 206 

(5)その他   340 413 

有形固定資産合計   12,641 11,425 

２．無形固定資産   267 208 

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券 ※２  1,221 1,496 

(2)長期貸付金   12 26 

(3)繰延税金資産   3,266 2,402 

(4)その他   1,584 798 

貸倒引当金   △279 △81 

投資その他の資産合計   5,805 4,642 

固定資産合計   18,714 39.6 16,277 36.0

資産合計   47,254 100 45,186 100

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   6,575 7,011 

２．短期借入金   100   － 

３．未払法人税等   681 101 

４．未払費用   2,662 2,926 

５．固定資産購入支払手形   114 201 

６．その他   548 695 

流動負債合計   10,682 22.6 10,936 24.2

Ⅱ 固定負債    

１．社債   3,000 3,000 

２．長期借入金 ※３  2,350   2,450 

３．退職給付引当金    8,271   4,979 

４．役員退職慰労引当金    371   316 

５．預り保証金    2,677   2,676 

固定負債合計   16,671 35.3 13,422 29.7

負債合計   27,353 57.9 24,358 53.9

（少数株主持分）    

少数株主持分   － － － －

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４  5,451 11.5 5,451 12.0

Ⅱ 資本剰余金    4,186 8.9  4,186 9.3

Ⅲ 利益剰余金   10,232 21.6 10,967 24.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  195 0.4 357 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定   △163 △0.3 △131 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※５  △3 △0.0 △3 △0.0

資本合計   19,900 42.1 20,827 46.1

負債、少数株主持分及
び資本合計 

  47,254 100 45,186 100

     



②【連結損益計算書】 

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   38,870 100 39,429 100

Ⅱ 売上原価   27,593 71.0 27,869 70.7

売上総利益    11,277 29.0 11,560 29.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   

１．物流費  1,501 1,515  

２．広告宣伝費   418   502  

３．特売費   392   429  

４．給料及び手当   2,259 2,260  

５．従業員賞与  965 875  

６．福利厚生費  570 604  

７．退職給付費用  1,237 980  

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 61 60  

９．減価償却費  204 222  

10．賃借料  557 533  

11．旅費交通費  347 377  

12．その他の経費  1,245 9,760 25.1 1,366 9,729 24.7

営業利益   1,516 3.9 1,830 4.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  3 4   

２．受取配当金   6   8  

３．持分法による投資利益  92 77  

４．貸倒引当金戻入益  68 52  

５．その他  71 241 0.6 74 217 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  85 86  

２．その他  23 108 0.3 23 110 0.3

経常利益   1,650 4.2 1,938 4.9



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ － 20  

２．退職給付引当金取崩益  － － － 1,228 1,249 3.2

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却及び売却
損 

※３ 106 100  

２．減損損失 ※４ － 1,262  

３．投資有価証券評価損  8 －  

４．電話加入権評価損  7 122 0.3 － 1,363 3.5

税金等調整前当期純利益   1,527 3.9 1,824 4.6

法人税、住民税及び事業
税 

 1,236 176  

法人税等調整額  △633 603 1.5 599 775 2.0

当期純利益   924 2.4 1,048 2.6

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  4,186 4,186 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  4,186 4,186 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  9,622 10,232 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  924 924 1,048 1,048 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  248 248

２．役員賞与  64 313 65 313 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  10,232 10,967 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１．税金等調整前当期純利
益 

 1,527 1,824 

２．減価償却費   1,550 1,468 

３．減損損失   － 1,262 

４．退職給付引当金の増減

額（減少は△） 
  1,285 △3,292 

５．役員退職慰労引当金の

増減額（減少は△） 
  △32 △55 

６．貸倒引当金の増減額
（減少は△） 

 △137 △255 

７．有形固定資産の売除却
損 

 75 79 

８．受取利息及び受取配当
金 

 △9 △12 

９．支払利息  85 86 

10．売上債権の増減額（増
加は△） 

 301 △127 

11．たな卸資産の増減額
（増加は△） 

 257 37 

12．仕入債務の増減額（減
少は△） 

 △882 436 

13．役員賞与の支払額  △64 △65 

14．その他  458 396 

小計  4,416 1,784 

15．利息及び配当金の受取
額 

 9 12 

16．利息の支払額  △85 △86 

17．法人税等の支払額  △1,211 △741 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,127 969 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１．定期預金の預入による
支出 

 △165 △166 

２．定期預金の払戻による

収入 
  165 165 

３．有形固定資産の取得に

よる支出 
  △1,317 △1,101 

４．その他   △798 408 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,116 △693 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１．短期借入金の増減額
（減少は△） 

 － △100 

２．長期借入れによる収入  500 100 

３．長期借入金の返済によ
る支出 

 △500 － 

４．配当金の支払額  △249 △249 

５．その他  △1 △0 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △250 △250 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 9 4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少は△） 

 770 30 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 7,748 8,519 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 8,519 8,550 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

子会社はすべて連結しております。 

当該連結子会社は、ニチバンプリント㈱、ニチバン

テクノ㈱及びニチバンメディカル㈱の３社でありま

す。 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）関連会社２社（UNION THAI-NICHIBAN CO.,LTD.及

び㈱飯洋化工）に対する投資についてすべて持分

法を適用しております。 

(1）         同左 

(2）持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と

異なる会社については、各社の事業年度にかかる

財務諸表を使用しております。 

(2）         同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致

しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

時価のあるもの 同左 

時価のないもの 移動平均法による原価法 時価のないもの 同左 

たな卸資産   総平均法による原価法 たな卸資産   同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっており

ます。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

有形固定資産  同左 

無形固定資産  定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

無形固定資産   同左 



前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

(ロ）退職給付引当金 (ロ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（8,751百万円）に

ついては10年による按分額を費用処理しており

ます。 

過去勤務債務については、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（5,538百万円）に

ついては10年による按分額を費用処理しており

ます。 

過去勤務債務については、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。 

  （追加情報） 

  当社を母体とするニチバン厚生年金基金は、平

成17年９月30日付で厚生労働大臣より解散の認

可を受け、同日をもって同基金を解散いたしま

した。解散に伴い、当グループは確定拠出年金

制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額は、特別利益として1,228

百万円計上しております。 

(ハ）役員退職慰労引当金 (ハ）役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 



  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 (イ）ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、金利スワップの

特例処理の要件を満たすため、特例処理によっ

ております。 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 同左 

ヘッジ対象 特定借入金の支払金利   

(ハ）ヘッジ方針 (ハ）ヘッジ方針 

金利変動による支払金利の増加リスクを減殺す

る目的で行っております。 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件

を満たしているため、有効性の評価を省略して

おります。 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式により行っております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、発生年度より実質的判断による見

積りが可能なものはその見積り年度で、その他につ

いては５年間で均等償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資 

同左 



会計処理の変更 
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前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。これにより税金等調整前当期純

利益が1,262百万円減少しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連

結財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から

直接控除しております。 

  （退職給付に係る会計基準） 

   当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成

17年３月16日）及び「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３月16日）を適用し

ております。 

この変更による影響はありません。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、31,956百万円

であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、32,495百万円

であります。 

※２．関連会社に係る注記 ※２．関連会社に係る注記 

関連会社に対するものは次のとおりであります。 関連会社に対するものは次のとおりであります。 
  

投資有価証券（株式） 607百万円 投資有価証券（株式） 645百万円

※３．有形固定資産のうち下記の資産につき工場財団を

設定し、借入金の担保に供しております。 

※３．有形固定資産のうち下記の資産につき工場財団を

設定し、借入金の担保に供しております。 
  

建物及び構築物 1,839百万円

機械装置及び運搬具 769 

土地 547 

その他 6 

計 3,163 

建物及び構築物 1,698百万円

機械装置及び運搬具 684 

土地 547 

その他 5 

計 2,935 

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 
  

長期借入金 
（一年内返済予定の長期借入
金を含む） 

1,150百万円 長期借入金 
（一年内返済予定の長期借入
金を含む） 

1,000百万円

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式41,476,012株

であります。 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式41,476,012株

であります。 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式9,196

株であります。 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式10,599

株であります。 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
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前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、942百万円

であります。 

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、946百万円

であります。 

  ※２．固定資産売却益は土地の売却益であります。 

※３．固定資産除却及び売却損の主なものは、機械の除

却損であります。 

※３．固定資産除却及び売却損の主なものは、機械の除

却損であります。 

  ※４．当連結会計年度において、当グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

  
用途 場所 種類

金額 
(百万円) 

遊休
福島県
いわき市 

土地 1,160 

施設
利用権 

94 

遊休
埼玉県
日高市 

その他 8 

計 1,262 

  事業用資産については各事業所別にグルーピング

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては個別の資産グループとして取り扱っており

ます。上記の土地につきましては、平成４年に長

期経営計画の一環として新工場建設予定地として

取得しましたが、その後の景気低迷により新工場

構想を凍結したことにより現在は遊休資産として

おります。今後の利用計画もなく、地価も著しく

下落しているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額

に基づき評価しております。 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  

  

現金及び預金勘定 6,382百万円

有価証券勘定 2,302 

計 8,684 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △165 

現金及び現金同等物 8,519 

現金及び預金勘定 6,717百万円

有価証券勘定 2,021 

計 8,738 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △166 

取得日から３ヶ月を超えて償還期限
の到来する短期投資（有価証券） 

△21 

現金及び現金同等物 8,550 



（リース取引関係） 
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前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

380 258 122

その他 608 404 203

合計 989 662 326

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

462 187 274 

その他 668 279 388 

合計 1,130 467 662 

なお、取得価額相当額の算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によっております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 126百万円

１年超 200 

合計 326 

１年内 196百万円

１年超 466 

合計 662 

なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 165百万円

減価償却費相当額 165 

支払リース料 184百万円

減価償却費相当額 184 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成17年３月31日現在） 

  

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 110 433 323 

債券 

社債 5 5 0 

その他 31 37 6 

小計 146 476 330 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 9 8 △1 

債券 

社債 － － － 

その他 25 24 △1 

小計 35 32 △2 

合計 181 509 327 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 600 

公社債投資信託 1,201 

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

債券   

社債 － 5 － － 

その他 － 24 － － 



当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日現在） 
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  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 123 707 583 

債券 

国債・地方債等 － － － 

その他 41 56 14 

小計 165 763 598 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 － － － 

債券 

国債・地方債等 500 500 △0 

その他 5 4 △0 

小計 505 504 △0 

合計 670 1,268 597 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

公社債投資信託 400 

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

債券   

国債・地方債等 500 － － － 

その他 21 4 －  － 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

 当グループは、変動金利支払の長期借入金の支払利息を固定化する目的で、金利スワップを利用しておりますが、その

残高は対象長期借入金の範囲内との方針をとっております。当該金利スワップは、将来の金利変動によるリスクがありま

すが、取引の相手先は信用度の高い金融機関であり、信用リスクはありません。 

 当連結会計年度末においては、この目的によるスワップ取引のすべてが、貸借対照表の長期借入金に振り当てられてお

ります。 

 これらの管理は、経理担当部署にて行なっておりますが、その内容、金額により担当取締役及び取締役会等の決裁及び

決議を得ることとしており、またリスクヘッジ目的以外の取引は行なわない方針でリスク管理をしております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されているので、注記の対象から除外しております。 

  

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

 当グループは、変動金利支払の長期借入金の支払利息を固定化する目的で、金利スワップを利用しておりますが、その

残高は対象長期借入金の範囲内との方針をとっております。当該金利スワップは、将来の金利変動によるリスクがありま

すが、取引の相手先は信用度の高い金融機関であり、信用リスクはありません。 

 当連結会計年度末においては、この目的によるスワップ取引のすべてが、貸借対照表の長期借入金に振り当てられてお

ります。 

 これらの管理は、経理担当部署にて行なっておりますが、その内容、金額により担当取締役及び取締役会等の決裁及び

決議を得ることとしており、またリスクヘッジ目的以外の取引は行なわない方針でリスク管理をしております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されているので、注記の対象から除外しております。 
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（退職給付関係） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度、適格退職年金制度（提出会社及

び連結子会社１社の退職金制度の一部）及び退職一

時金制度を採用しております。また、従業員の退職

等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度、適格退職年金制度（提出会社及

び連結子会社１社の退職金制度の一部）及び退職一

時金制度を採用しております。また、従業員の退職

等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、厚生年金基金制度については平成17年９月30

日付けにて厚生労働大臣より解散の認可を受け、同

日をもって解散しました。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 
  
① 退職給付債務 △29,231百万円

② 年金資産 10,703 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △18,528 

④ 会計基準変更時差異の未処理
額 

4,375 

⑤ 未認識数理計算上の差異 6,131 

⑥ 未認識過去勤務債務 △250 

⑦ 退職給付引当金(③＋④＋⑤
＋⑥) 

△8,271 

① 退職給付債務 △12,804百万円

② 年金資産 5,003 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △7,801 

④ 会計基準変更時差異の未処理
額 

2,215 

⑤ 未認識数理計算上の差異 606 

⑥ 未認識過去勤務債務 － 

⑦ 退職給付引当金(③＋④＋⑤
＋⑥) 

△4,979 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載してお

ります。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 
  

  

① 勤務費用（注） 834百万円

② 利息費用 571 

③ 期待運用収益 △203 

④ 会計基準変更時差異の費用処
理額 

875 

⑤ 数理計算上の差異費用処理額 556 

⑥ 過去勤務債務の費用処理額 △22 

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋
④＋⑤＋⑥） 

2,611 

  

① 勤務費用（注） 621百万円

② 利息費用 417 

③ 期待運用収益 △83 

④ 会計基準変更時差異の費用処
理額 

714 

⑤ 数理計算上の差異費用処理額 347 

⑥ 過去勤務債務の費用処理額 △11 

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋
④＋⑤＋⑥） 

2,007 

⑧ 確定拠出型年金掛金 44 

⑨ 厚生年金基金解散に伴う退職
給付引当金取崩益 

△1,228 

計 823 

  
（注） 厚生年金基金に対する従業員拠出金額を控除し

ております。 

  （注） 厚生年金基金に対する従業員拠出金額を控除し

ております。 



  

（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.0％ 

過去勤務債務の処理年数 14年 

発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異の処理年数 13～14年 

発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

会計基準変更時差異の処理年数 10年 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.0％ 

過去勤務債務の処理年数 14年 

発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異の処理年数 13～14年 

発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

会計基準変更時差異の処理年数 10年 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（繰延税金資産）   

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,201百万円

未払賞与 464 

役員退職慰労引当金 150 

その他 207 

繰延税金資産合計 4,023 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △131 

特別償却準備金 △7 

繰延税金負債合計 △139 

繰延税金資産の純額 3,883 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,993百万円

未払賞与 479 

役員退職慰労引当金 128 

減損損失 508 

繰越欠損 178 

その他 132 

繰延税金資産合計 3,420 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △240 

特別償却準備金 △4 

繰延税金負債合計 △244 

繰延税金資産の純額 3,175 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。 

法定実効税率 40.3％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.1 

住民税均等割等 1.8 

持分法による投資利益 △1.7 

その他 1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
42.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、当社の事業戦略単位である事業部（組織）を基本として区分しております。 

２．各事業部の主な製品及び商品 

(1)メディカル事業部………スピール膏※・ロイヒつぼ膏※・ケアリーヴ※ 

(2)テープ事業部……………セロテープ※・クラフトテープ・布テープ・ナイスタック※・たばねら※テープ 

※は登録商標を示しております。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（2,870百万円）の主なものは、親会社本社の総務等管理

部門及び研究所に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（14,422百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及

び有価証券）、長期貸付投資資金（投資有価証券）及び管理部門ならびに研究所に係る資産等であります。 

  

  
メディカル事
業部 
（百万円） 

テープ事業部
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 10,644 28,226 38,870 － 38,870

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

42 65 108 (108) －

計 10,687 28,292 38,979 (108) 38,870

営業費用 8,510 26,081 34,592 2,762 37,354

営業利益 2,176 2,210 4,387 (2,870) 1,516

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 9,979 22,852 32,832 14,422 47,254

減価償却費 415 998 1,413 137 1,550

資本的支出 268 633 902 113 1,015



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、当社の事業戦略単位である事業部（組織）を基本として区分しております。 

２．各事業部の主な製品及び商品 

(1)メディカル事業部………スピール膏※・ロイヒつぼ膏※・ケアリーヴ※ 

(2)テープ事業部……………セロテープ※・クラフトテープ・布テープ・ナイスタック※・たばねら※テープ 

※は登録商標を示しております。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（2,852百万円）の主なものは、親会社本社の総務等管理

部門及び研究所に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（12,666百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及

び有価証券）、長期貸付投資資金（投資有価証券）及び管理部門ならびに研究所に係る資産等であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高は連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

  

  
メディカル事
業部 
（百万円） 

テープ事業部
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 10,978 28,451 39,429 － 39,429

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

41 67 108 (108) －

計 11,019 28,518 39,538 (108) 39,429

営業費用 8,631 26,223 34,854 2,743 37,598

営業利益 2,388 2,295 4,683 (2,852) 1,830

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出 

  

資産 10,168 22,350 32,519 12,666 45,186

減価償却費 422 889 1,312 155 1,468

減損損失 － 8 8 1,254 1,262

資本的支出 477 777 1,254 299 1,554



【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、記載すべき事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

  
  円

１株当たり純資産額 478.35

１株当たり当期純利益 20.72

円

１株当たり純資産額 500.75 

１株当たり当期純利益 23.74 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

当期純利益（百万円） 924 1,048 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 65 63 

（うち利益処分による役員賞与金） （65） （63） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 859 984 

期中平均株式数（株） 41,469,253 41,466,277 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

 記載すべき事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

利率
（％） 

担保 償還期限 

ニチバン㈱ 
第５回無担保社
債 

平成14年 
５月15日 

800 800 0.97 なし 
平成19年 
５月15日 

ニチバン㈱ 
第６回無担保社
債 

平成14年 
５月27日 

1,000 1,000 1.03 なし 
平成19年 
５月25日 

ニチバン㈱ 
第７回無担保社
債 

平成14年 
６月10日 

1,200 1,200 0.64 なし 
平成19年 
６月８日 

合計 － － 3,000 3,000 － － － 

  １年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  － 3,000 － － － 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 100 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,350 2,450 1.87 
平成20年６月 
～平成21年６月 

その他の有利子負債    

預り保証金 2,677 2,676 0.56 返済期限なし 

合計 5,127 5,126 － － 

    
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  長期借入金 － 2,150 300 － 

  その他の有利子負債 － － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

資産の部    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   5,113 5,344  

２．受取手形   6,960  6,942  

３．売掛金   6,044  6,174  

４．有価証券   2,302  2,021  

５．商品   958 1,127 

６．製品   2,398 2,304 

７．原材料   581 538 

８．仕掛品   1,289 1,158 

９．貯蔵品   154 191 

10．前払費用   11 7 

11．繰延税金資産   487 639 

12．未収入金   170 162 

13．その他   2 0 

貸倒引当金   △73 △15 

流動資産合計   26,402 62.8 26,598 66.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1,2   

(1)建物   2,339 2,257 

(2)構築物   467 434 

(3)機械及び装置   3,159 3,007 

(4)車両及び運搬具   19 17 

(5)工具器具及び備品   294 350 

(6)土地   3,831 2,655 

(7)建設仮勘定   39 174 

有形固定資産合計   10,151 8,897 



  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産    

(1)営業権   － 1 

(2)商標権   0 － 

(3)電話加入権   10 10 

(4)施設利用権   95 1 

(5)ソフトウエア   159 193 

無形固定資産合計   265 206 

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券   606 838 

(2)関係会社株式   221 221 

(3)長期貸付金   11 26 

(4）従業員に対する長期
貸付金 

  0 0 

(5)関係会社長期貸付金   235 103 

(6）破産債権・更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  269 49 

(7)長期前払費用   61 41 

(8)繰延税金資産   3,035 2,279 

(9)差入保証金   224 225 

(10)長期性預金   800 － 

(11)その他   33 332 

貸倒引当金   △270 △72 

投資その他の資産合計   5,228 4,044 

固定資産合計   15,645 37.2 13,148 33.1

資産合計   42,048 100 39,747 100

     



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

負債の部    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   120 55 

２．買掛金 ※５  5,439 5,787 

３．短期借入金   100 － 

４．未払金   407 544 

５．未払法人税等   548 69 

６．未払費用   2,474 2,719 

７．預り金   46 43 

８．固定資産購入支払手形   53 55 

流動負債合計   9,190 21.9 9,275 23.4

Ⅱ 固定負債    

１．社債   3,000 3,000 

２．長期借入金 ※２  2,350 2,450 

３．退職給付引当金   7,735 4,729 

４．役員退職慰労引当金   307 234 

５．預り保証金   2,675 2,673 

固定負債合計   16,068 38.2 13,086 32.9

負債合計   25,259 60.1 22,362 56.3



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

資本の部    

Ⅰ 資本金 ※３  5,451 13.0 5,451 13.7

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  4,186 4,186  

資本剰余金合計   4,186 10.0 4,186 10.5

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  744 744  

２．任意積立金    

(1)別途積立金  5,054 5,154  

３．当期未処分利益  1,161 1,500  

利益剰余金合計   6,959 16.5 7,398 18.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※６  193 0.4 352 0.9

Ⅴ 自己株式 ※４  △3 △0.0 △3 △0.0

資本合計   16,789 39.9 17,385 43.7

負債資本合計   42,048 100 39,747 100

     



②【損益計算書】 

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．製品売上高  26,179 26,187  

２．商品売上高  11,815 37,995 100 12,264 38,452 100

Ⅱ 売上原価    

１．製品売上原価    

(1)製品期首たな卸高  2,566 2,398  

(2)当期製品製造原価  19,684 19,661  

合計  22,251 22,060  

(3)製品期末たな卸高  2,398 2,304  

(4)他勘定へ振替高 ※１ 50 55  

製品売上原価  19,801 19,701  

２．商品売上原価    

(1)商品期首たな卸高  1,054 958  

(2)当期商品仕入高  7,805 8,412  

合計  8,860 9,371  

(3)商品期末たな卸高  958 1,127  

(4)他勘定へ振替高 ※１ 30 35  

商品売上原価  7,870 27,672 72.8 8,207 27,908 72.6

売上総利益   10,323 27.2 10,543 27.4



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   

１．物流費  1,522 1,531  

２．広告宣伝費  392 459  

３．特売費  388 429  

４．役員報酬  129 108  

５．給料及び手当  2,160 2,148  

６．従業員賞与  929 836  

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

 45 41  

８．退職給付費用  1,217 966  

９．福利厚生費  543 570  

10．減価償却費  201 219  

11．賃借料  543 534  

12．租税及び課金  45 44  

13．通信費  106 106  

14．旅費交通費  315 337  

15．交際費  31 31  

16．研究費  97 161  

17．その他の経費  759 9,430 24.8 813 9,342 24.3

営業利益   892 2.4 1,200 3.1

Ⅳ 営業外収益 ※３   

１．受取利息及び割引料  5 5  

２．有価証券利息  2 1  

３．受取配当金  95 97  

４．賃貸料  100 107  

５．貸倒引当金戻入益  69 54  

６．その他の営業外収益  42 316 0.7 57 323 0.9

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  59 60  

２．社債利息  25 25  

３．その他の営業外費用  43 129 0.3 53 139 0.4

経常利益   1,079 2.8 1,384 3.6

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※４ － 20  

２．退職給付引当金取崩益  － － － 1,205 1,226 3.2

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※５ 102 80  

２．固定資産売却損 ※６ － 11  

３．電話加入権評価損  5 －  

４．投資有価証券評価損  8 －  

５．減損損失 ※７ － 116 0.3 1,262 1,354 3.5

税引前当期純利益   962 2.5 1,255 3.3

法人税、住民税及び事
業税 

 940 32  

法人税等調整額  △566 374 1.0 496 528 1.4

当期純利益   588 1.5 727 1.9

前期繰越利益   573 772 

当期未処分利益   1,161 1,500 

     



製造原価明細書 

 （注）※１．他勘定へ振替高は有償支給のための払出額及び販売費及び一般管理費への振替額等であります。 

２．原価計算の方法は組別工程別総合原価計算であります。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 原材料費  11,888 59.2 12,092  60.8

Ⅱ 労務費  4,481 22.3 4,181  21.0

Ⅲ 経費  3,704 18.5 3,628  18.2

（うち減価償却費）  (988) (911)  

（うち外注加工費）  (952) (883)  

当期製造費用   20,074 100 19,902 100

仕掛品期首たな卸高   1,222 1,289 

合計   21,297 21,192 

仕掛品期末たな卸高   1,289 1,158 

他勘定へ振替高 ※１  322 372 

当期製品製造原価   19,684 19,661 

     



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

株主総会承認年月日 
（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益    1,161  1,500

Ⅱ 利益処分額     

１．配当金    248 248 

２．取締役賞与金    40 31 

３．任意積立金     

(1）別途積立金   100 100 389 350 350 630

Ⅲ 次期繰越利益    772  870

      



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す） 

時価のあるもの 同左 

時価のないもの 移動平均法による原価法 時価のないもの 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法 同左 

３．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法によっておりま

す。 

有形固定資産 同左 

無形固定資産 定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

ただし、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

無形固定資産 同左 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

同左 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異（8,680百万円）につ

いては10年による按分額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務については、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異（5,468百万円）につ

いては10年による按分額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務については、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

しております。 

  （追加情報） 

  当社を母体とするニチバン厚生年金基金は、平成

17年９月30日付で厚生労働大臣より解散の認可を

受け、同日をもって同基金を解散いたしました。

解散に伴い、当社は確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を適用しており

ます。 

本移行に伴う影響額は、特別利益として1,205百

万円計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

   役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるた

めに、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

同左 

５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 



  

表示方法の変更 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、金利スワップの特

例処理の要件を満たすため、特例処理によってお

ります。 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 特定借入金の支払金利 ヘッジ対象 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

金利変動による支払金利の増加リスクを減殺する

目的で行っております。 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

同左 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 ７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式により行っております。 同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） （貸借対照表） 

前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含

めて記載しておりました「長期性預金」（前事業年度

末100百万円）については、資産の総額の100分の１を

超えたため、当事業年度より区分掲記しております。 

前事業年度まで区分掲記しておりました「長期性預

金」（当事業年度末300百万円）は、資産の総額の100

分の１以下となったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 



会計処理の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。これにより税引前当期純利益が1,262

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財

務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

（退職給付に係る会計基準） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17

年３月16日）及び「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第７号 平成17年３月16日）を適用してお

ります。 

この変更による影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は 

25,626百万円であります。 

※１．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は 

25,921百万円であります。 

※２．有形固定資産のうち下記の資産につき工場財団を

設定し、借入金の担保に供しております。 

※２．有形固定資産のうち下記の資産につき工場財団を

設定し、借入金の担保に供しております。 
  

土地 547百万円

建物 1,630 

構築物 208 

機械及び装置 769 

工具器具及び備品 6 

計 3,163 

土地 547百万円

建物 1,506 

構築物 191 

機械及び装置 684 

工具器具及び備品 5 

計 2,935 

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 
  

長期借入金 
（一年内返済予定の長期
借入金を含む） 

1,150百万円 長期借入金 
（一年内返済予定の長期
借入金を含む） 

1,000百万円

  
※３．会社が発行する株式の総数  

  普通株式 140,000,000株 

発行済株式の総数 普通株式 41,476,012株 

※３．会社が発行する株式の総数  

  普通株式 140,000,000株 

発行済株式の総数 普通株式 41,476,012株 

※４．自己株式 ※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式9,196

株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式10,599

株であります。 

※５．関係会社に対する主な資産及び負債 ※５．関係会社に対する主な資産及び負債 

区分掲記した以外のものは次のとおりでありま

す。 

区分掲記した以外のものは次のとおりでありま

す。 
  

買掛金 427百万円 買掛金 518百万円

※６．配当制限 ※６．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は193百万円であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は352百万円であります。 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．他勘定へ振替高は販売費及び一般管理費への振替

額であります。 

※１．他勘定へ振替高は販売費及び一般管理費への振替

額であります。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、942百万円

であります。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、946百万円

であります。 

※３．営業外収益のうち関係会社に係るものとして、受

取配当金89百万円、賃貸料100百万円が含まれて

おります。 

※３．営業外収益のうち関係会社に係るものとして、受

取配当金89百万円、賃貸料107百万円が含まれて

おります。 

  ※４．固定資産売却益は土地の売却益であります。 

※５．固定資産除却損は建物４百万円、構築物３百万

円、機械及び装置91百万円、工具器具及び備品２

百万円、その他０百万円であります。 

※５．固定資産除却損は建物９百万円、構築物19百万

円、機械及び装置43百万円、工具器具及び備品４

百万円、その他４百万円であります。 

  ※６．固定資産売却損は、その他11百万円であります。 

  ※７．当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  
用途 場所 種類

金額 
(百万円) 

遊休
福島県
いわき市 

土地 1,160 

施設利用権 94 

遊休
埼玉県
日高市 

その他 8 

計 1,262 

  事業用資産については各事業所別にグルーピング

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては個別の資産グループとして取り扱っており

ます。上記の土地につきましては、平成４年に長

期経営計画の一環として新工場建設予定地として

取得しましたが、その後の景気低迷により新工場

構想を凍結したことにより現在は遊休資産として

おります。今後の利用計画もなく、地価も著しく

下落しているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額

に基づき評価しております。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 137 103 33

車両及び運搬
具 

90 57 32

工具器具及び
備品 

548 363 184

合計 775 524 250

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 225 98 126 

車両及び運搬
具 

55 36 18 

工具器具及び
備品 

603 253 349 

合計 883 388 495 

なお、取得価額相当額の算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によっております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 103百万円

１年超 147 

合計 250 

１年以内 147百万円

１年超 347 

合計 495 

なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 140百万円

減価償却費相当額 140 

支払リース料 148百万円

減価償却費相当額 148 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  



（税効果会計関係） 

  

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過
額 2,995百万円

未払賞与 387 

役員退職慰労引当金 124 

その他 146 

繰延税金資産合計 3,653 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △130 

繰延税金負債合計 △130 

繰延税金資産の純額 3,522 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過
額 1,903百万円

未払賞与 397 

役員退職慰労引当金 94 

減損損失 508 

繰越欠損 173 

その他 80 

繰延税金資産合計 3,157 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △237 

繰延税金負債合計 △237 

繰延税金資産の純額 2,919 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

項目 前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額（円） 403.91 418.52 

１株当たり当期純利益（円） 13.22 16.79 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 588 727 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 40 31 

（うち利益処分による役員賞与金） （40） （31） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 548 696 

期中平均株式数（株） 41,469,253 41,466,277 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱メディセオパルタックホールディン
グス 

85,404 162 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ 

69.22 124 

オーナンバ㈱ 81,870 96 

㈱みずほフィナンシャルグループ 86.74 83 

日本ゼオン㈱ 30,000 45 

エコール流通グループ㈱ 700 35 

アルフレッサホールディングス㈱ 3,610 25 

㈱ニッポー 8,000 20 

みずほ信託銀行㈱ 51,348 19 

黒田電気㈱ 10,080 17 

その他46銘柄 260,388.10 157 

計 531,556.06 788 

銘柄 券面金額（百万円）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

２年中期国債第２１９回 500 500 

投資有価証 
券 

その他有
価証券 

普通社債２銘柄 11 11 

計 511 511 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等（千口）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

国際のホープ１号 200,054 200 

国際のホープ３号 200,076 200 

証券投資信託受益証券２銘柄 2 21 

新光証券ＣＰ 300,000 299 

ジャックスＣＰ 500,000 499 

マルエツＣＰ 300,000 299 

小計 1,500,133 1,521 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

証券投資信託受益証券３銘柄 30,508 39 

小計 30,508 39 

計 1,530,642 1,560 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．機械及び装置の当期増加額は、裁断・包装設備101百万円、製造設備362百万円その他であります。 

２．機械及び装置の当期減少額は、裁断・包装設備318百万円、製造設備213百万円その他であります。 

３．土地の当期減少額は、遊休資産の減損損失1,160百万円その他であります。 

４．建設仮勘定の当期増加額は、裁断・包装設備199百万円、製造設備430百万円、環境関連設備56百万円その他でありま

す。 

５．「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

６．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を

省略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 8,073 128 56 8,144 5,887 201 2,257

構築物 1,769 22 43 1,748 1,313 52 434

機械及び装置 19,585 604 670 19,520 16,512 703 3,007

車両及び運搬具 129 2 2 129 112 4 17

工具器具及び備品 2,348 157 60 2,445 2,095 97 350

土地 3,831 － 
1,175
(1,160) 

2,655 － － 2,655

建設仮勘定 39 1,072 
936
(8) 

174 － － 174

有形固定資産計 35,777 1,988 
2,947
(1,168) 

34,819 25,921 1,059 8,897

無形固定資産   

営業権 － － － 1 0 0 1

商標権 － － － 1 1 0 －

電話加入権 － － － 10 － － 10

施設利用権 － － － 3 1 0 1

ソフトウェア － － － 486 293 88 193

無形固定資産計 － － － 502 295 88 206

長期前払費用 78 2 － 81 40 23 41

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、10,599株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は一般債権の貸倒実績率による洗替額75百万円及び回収不能見込額の回収額０百万円

であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 5,451 － － 5,451

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （41,476,012） （－） （－）（41,476,012）

普通株式 （百万円） 5,451 － － 5,451

計 （株） （41,476,012） （－） （－）（41,476,012）

計 （百万円） 5,451 － － 5,451

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （百万円） 4,186 － － 4,186

計 （百万円） 4,186 － － 4,186

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 744 － － 744

（任意積立金）    

別途積立金（注）２ （百万円） 5,054 100 － 5,154

計 （百万円） 5,798 100 － 5,898

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 344 21 202 76 88

役員退職慰労引当金 307 41 115 － 234



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(a）資産の部 

１）現金及び預金 

  

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)期日別内訳 

  

３）売掛金 

売掛金の滞留状況 

 （注） 回収率、滞留期間は次の算式によっております。 

種別 金額（百万円） 種別 金額（百万円） 

現金 22 外貨預金 78

預金 通知預金 2

当座預金 48 定期預金 59

普通預金 5,118 小計 5,322

別段預金 14 計 5,344

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

ピップトウキョウ㈱ 461 エコール流通グループ㈱ 279 

ピップフジモト㈱ 448 その他 5,054 

森川産業㈱ 372

㈱カウネット 326 計 6,942 

期日 金額（百万円） 期日 金額（百万円） 

平成18年４月 2,278 平成18年８月 51 

５月 2,231

６月 1,769

７月 611 計 6,942 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

日本化薬㈱ 186 エコール流通グループ㈱ 129 

㈱カウネット 144 その他 5,441 

富士工業㈱ 137

ピップトウキョウ㈱ 134 計 6,174 

期首残高 
(百万円)（Ａ） 

当期発生高 
(百万円)（Ｂ） 

当期回収高 
(百万円)（Ｃ） 

期末残高
(百万円)（Ｄ） 

回収率（％） 滞留期間（ヶ月） 

6,044 40,726 40,595 6,174 86.8 1.8 

  
回収率 

Ｃ 
× 100 

  

  Ａ＋Ｂ   

  
滞留期間 

Ａ＋Ｄ 
÷ 

Ｂ   

  ２ 12   



４）商品 

  

５）製品 

  

６）原材料 

  

７）仕掛品 

  

８）貯蔵品 

  

９）繰延税金資産 

内訳は財務諸表等の注記事項（税効果会計関係）に記載しております。 

  

品目 金額（百万円） 品目 金額（百万円） 

薬品 555 その他 143 

粘着テープ 177

粘着シート 251 計 1,127 

品目 金額（百万円） 品目 金額（百万円） 

薬品 353 その他 58 

粘着テープ 1,880

粘着シート 11 計 2,304 

品目 金額（百万円） 品目 金額（百万円） 

基材 316 包装材料 116 

樹脂 20 その他 54 

工業薬品 31 計 538 

品目 金額（百万円） 品目 金額（百万円） 

加工品 89 裁断品 62 

加工基材 105 個装品 163 

塗工品 736 計 1,158 

品目 金額（百万円） 品目 金額（百万円） 

工場消耗品 37 その他 87 

研究用材料 66 計 191 



(b）負債の部 

１）支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)期日別内訳 

  

２）買掛金 

注）各明細及び計の金額には、支払信託委託による支払予定額が含まれております。 

  

３）未払費用 

  

４）社債 

 内訳は⑤連結附属明細表社債明細表に記載しております。 

  

５）長期借入金 

  

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

㈱クリエーション 28 その他 18 

エスラインジャパン㈱ 5

大日本インキ化学工業㈱ 2 計 55 

期日 金額（百万円） 期日 金額（百万円） 

平成18年４月 8 平成18年８月 3 

５月 15

６月 13

７月 14 計 55 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

フタムラ化学㈱ 873 日本トレーディング㈱ 194 

㈱細川洋行 518 その他 3,499 

シノムラ化学工業㈱ 392

ニチバンメディカル㈱ 309 計 5,787 

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

人件費 1,031 支払利息 26 

販売経費 314 その他 1,082 

製造経費 265 計 2,719 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,200 ㈱三井住友銀行 100 

㈱みずほ銀行 650 ㈱りそな銀行 100 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 200

みずほ信託銀行㈱ 200 計 2,450 



６）退職給付引当金 

  

７）預り保証金 

  

(3）【その他】 

 記載すべき事項はありません。 

  

  

区分 金額（百万円）

退職給付債務 12,517 

年金資産 △4,993 

会計基準変更時差異の未処理額 △2,187 

未認識数理計算上の差異 △606 

未認識過去勤務債務 － 

計 4,729 

区分 金額（百万円）

営業取引保証金 2,673 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）１．平成18年６月29日開催の第102回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告を電子公告により行うことにな

りました。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載する方法により行います。 

（ホームページアドレス ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎｉｃｈｉｂａｎ．ｃｏ．ｊｐ／） 

２．平成18年５月19日開催の取締役会決議により、株主優待制度を下記のとおり新設しております。 

  

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、2,000株券、
5,000株券、10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料（但し分割等の場合を除く）

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都及び大阪市において発行する日本経済新聞（注１） 

株主に対する特典 なし（注２）

株主に対する特典 
毎年９月末の当社株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主のうち１
単元（1,000）株以上を保有する株主に対し、対象株主１人につき3,000
円程度の当社新製品を中心とした「製品詰め合わせ」を贈呈 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第101期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

２ 半期報告書 

（第102期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月19日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月２９日

ニチバン株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 中 里 猛 志  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福 田   厚  印 

  清明監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   了  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   敬  印 

 私たち監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニチバン株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たち監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニチバン株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

ニチバン株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 里 猛 志  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福 田   厚  印 

  清明監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   了  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   敬  印 

 私たち監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニチバン株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たち監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニチバン株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月２９日

ニチバン株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 中 里 猛 志  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 福 田   厚  印 

  清明監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   了  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 今 村   敬  印 

 私たち監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニチバン株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０１期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たち監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ニチバン株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

ニチバン株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 里 猛 志  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福 田   厚  印 

  清明監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   了  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 今 村   敬  印 

 私たち監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニチバン株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０２期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たち監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ニチバン株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 
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